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※域内メンバー大学の略語は略語表を参照
※下線の大学はフェーズ３から新規に参画する大学
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日本 
・北海道大学 
・東京大学 
・東京工業大学 
・政策研究大学院大学 
・豊橋技術科学大学 
・京都大学 
・九州大学 
・慶應義塾大学 
・早稲田大学 
・芝浦工業大学 
・東海大学 
・大阪大学 
・東北大学 
・名古屋大学 

ベトナム 
・HUST 
・HCMUT 

フィリピン 
・UP 
・DLSU 
・MSU-IIT 

ブルネイ 
・ITB (BRU) 
・UBD 

インドネシア 
・UGM 
・ITB (INA) 
・UI 
・SIT 

シンガポール 
・NUS 
・NTU 

マレーシア 
・UM 
・USM 
・UTM 
・UPM 

カンボジア 
・ITC 

タイ 
・CU 
・KMITL 
・BUU 
・TU 
・KU 

ミャンマー 
・YU 
・YTU 

ラオス 
・NUOL 



略　語　表

略語 英文表記 / 現地語表記 和文表記

APT ASEAN Plus Three ASEAN+3（アセアンプラススリー）

ASEAN Association of South East Asian Nations 東南アジア諸国連合

AUN ASEAN University Network ASEAN 大学ネットワーク

AUN/SEED-
Net

ASEAN University Network/Southeast Asia 
Engineering Education Development Network 

アセアン工学系高等教育ネット

ワーク

CHE Commission on Higher Education, Thailand タイ高等教育委員会

CLMV Cambodia, Laos, Myanmar and Vietnam カンボジア、ラオス、ミャンマー、

ベトナム

COE Center of Excellence センターオブエクセレンス／研究

拠点

CR Collaborative Research 共同研究

HI(s) Host Institutions ホスト大学

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会

JRC Joint Review Committee 合同レビュー委員会

MI(s) Member Institutions メンバー大学

MOT Management of Technology 工学マネジメント

MOU Memorandum of Understanding 覚書

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス

R&D Research and Development 研究・開発

R/D Record of Discussions 討議議事録

SCM Steering Committee Meeting 運営委員会

SI(s) Sending Institutions 送り出し大学

メンバー大学

BUU Burapha University ブラパ大学

CU Chulalongkorn University チュラロンコン大学

DLSU De La Salle University デラサール大学

HCMUT Ho Chi Minh City University of Technology ホーチミン市工科大学

HSU-IIT Mindanao State University-Iligan Institute of 
Technology

ミンダナオ州立大学・イリガン工

科大学

HUST Hanoi University of Science and Technology ハノイ科学技術大学

ITB Institut Teknologi Brunei ブルネイ工科大学

ITB Institut Teknologi Bandung バンドン工科大学



ITC Institute of Technology of Cambodia カンボジア工科大学

KMITL King Mongkut’s Institute of Technology
Ladkrabang

モンクット王工科大学ラカバン校

KU Kasetsart University カセサート大学

NTU Nanyang Technological University ナンヤン工科大学

NUOL National University of Laos ラオス国立大学

NUS National University of Singapore シンガポール国立大学

SIT Institut Teknologi Sepuluh Nopember スラバヤ工科大学

TU Thammasat University タマサート大学

UBD Universiti Brunei Darussalam ブルネイ大学

UGM Universitas Gadjah Mada ガジャマダ大学

UI Universitas Indonesia インドネシア大学

UM Universiti Malaya マラヤ大学

UP University of the Philippines-Diliman フィリピン大学ディリマン校

UPM Universiti Putra Malaysia マレーシア・プトラ大学

USM Universiti Sains Malaysia マレーシア科学大学

UTM Universiti Teknologi Malaysia マレーシア工科大学

YTU Yangon Technological University ヤンゴン工科大学

YU Yangon University ヤンゴン大学

工学分野

BioT Biotechnology バイオテクノロジー

CE Civil Engineering 土木工学

ChE Chemical Engineering 化学工学

DM Disaster Mitigation 防災

EEE Electrical and Electronics Engineering 電気電子工学

EnvE Environmental Engineering 環境工学

Genv Global Environment 地球環境

GeoE Geological Engineering 地質工学

ICT Information and Communication Technology 情報通信工学

ManuE Manufacturing and Industrial Engineering 製造工学

MatE Material/Science Engineering 材料工学

ME/AE Mechanical/Aeronautical Engineering 機械航空工学

NRE New/Renewable Energy 新・再生エネルギー

NRM Natural Materials/Resources 天然素材
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事業事前評価表

国　名：インドネシア、カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、マレー

シア、ミャンマー、ラオス

案件名：アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト  フェーズ３

ASEAN University Network/Southeast Asia Engineering Education Development Network （AUN/
SEED-Net） Project Phase 3

（１）当該地域における高等教育セクターの現状と課題

東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟各国の経済は、1997 年のアジア通貨危機により打撃

を受け、一時的に成長が鈍化したが、その後各国ともに順調な回復をみせ、過去 10 年間に

わたり高い成長率を維持しながら拡大している。

また、高い経済成長とともに、各国において産業構造と企業活動の高度化が進んでいる。

例えば、シンガポール・タイ・マレーシア・フィリピン・インドネシアの ASEAN 先発加盟

国では近年、自国市場の拡大や市場ニーズの多様化、産業構造の高度化や企業活動のグロー

バル化の進展により、域内企業の活動の高度化が進んでいる。現地企業の中には、自前で高

度技術を駆使した研究活動に乗り出すものも現れてきている。ベトナム・カンボジア・ラオ

スといった ASEAN 後発加盟国においても、外国資本の導入による産業の拡充・多角化が進

んでいる。こうした変化に対応するために、域内の大学によるグローバルな高度産業人材の

育成と産学連携による研究活動の充実が必要となっている。

一方、ASEAN 地域では、大気環境汚染、気候変動などの国単位では解決のできない国境

を越えた課題や、洪水、防災、低炭素エネルギーなど域内各国が共通に直面する課題が深刻

化しており、これら課題に国際的に経験・知見を共有して取り組むことの重要性が増してい

る。

こうした産業の多角化や ASEAN 地域共通の各種課題に対応するためには、高等教育機関

によるグローバルな高度産業人材と研究活動の充実が必要であり、各国政府は高等教育セク

ターの強化をその重点政策に掲げている。結果として、当該地域各国の高等教育セクターは

過去 10 年で量的には急速な拡大を達成したものの、質の維持・向上を伴っておらず、各国

の拠点大学と呼ばれる大学においても高位学位を保持した教員の割合が低いことや施設機材

の未整備などにより、教育・研究の両面においてその質に問題を抱えている。その結果、引

き続き、ASEAN を含む東アジア地域から多数の優秀な人材が欧米先進国に流出している。

例えば、2007 年時点で世界全体の留学生総数約 280 万人の 65％（約 180 万人）が欧米に留

学しており、そのうち 25％の 45 万人が東アジア・大洋州地域からの留学生となっている。

（２）当該地域における高等教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ

ASEAN 先発加盟国政府は経済の先進国化を達成するためには、産業の高付加価値化や高

度産業人材の育成が不可欠であると認識し、これに貢献する高等教育の充実を重要政策に掲

げている。

１．案件名

２．事業の背景と必要性
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例えば、2020 年までの先進国入りをめざすマレーシアは「第 10 次マレーシア計画（2011-2015
年）」において、高付加価値の知的産業の育成と産業界のニーズに合致した分野横断的な科

学技術の研究能力を向上することが重要であり、そのためには科学技術分野の大学院生の増

加や、産学連携の研究体制の構築が必要であるとしている。

タイも「第 11 次国家経済社会開発計画（2012-2016）」において、国際競争力強化のための

高付加価値の製品開発や産学連携等による研究・開発（R&D）を担う人材の育成が重要であ

るとし、人口 1 万人当たりの R&D 人材を、15 人に増やす目標を掲げている。

経済指標やイノベーションの発展度合いではマレーシアやタイに及ばないインドネシアと

フィリピンの 2 カ国も、経済成長のためには科学技術の振興が不可欠との認識に立っている。

インドネシア政府は、2011 年に「経済開発加速化・拡充マスタープラン」を発表し、2014
年までに GDP の１％を R&D 予算として確保し、科学技術分野の博士号取得者を 7,000 人か

ら 1 万人育成することなどを目標に据えるなど、イノベーションの必要性とそのための科学

技術分野での人材育成を重点政策に位置づけている。

フィリピン政府も 2009 年に策定した「第二次国家高等教育アジェンダ」において、国際

競争力強化に向けた高等教育機関の研究能力向上、研究成果の産業界への普及促進などを政

策目標として掲げ、研究活動そのものや研究成果の海外での発表に対する奨学金や助成金の

供給、重要分野における大学院プログラムの充実等を行うこととしている。

ベトナム・カンボジア・ラオスといった ASEAN 後発加盟国においても、外国資本の導入

による産業の拡充・多角化が進んでいる。例えば、ベトナムでは製造業も含む工業の拡充が

すでに大きく進展している。また、これまでは縫製業や観光業を主たる産業としていたカン

ボジアにおいても、2010 年後半から日系製造業企業の進出が進み、今後更なる産業の多角

化を通じた経済成長が見込まれるなか、高度産業人材の育成が重点課題の一つとなっている。

また、ASEAN は「ASEAN Plus Three （APT） Plan of Action on Education 2010-2017」において、

「教育機関や教育省との協力、ネットワーク作り、調査研究を進める」「AUN を通じて、大

学間の連携を強化し、さらに ASEAN+ 3（アセアンプラススリー：APT）諸国の大学間の単

位互換を進め、高等教育を進める」「APT の教員の調査研究や交流をサポートする」などを

重点協力分野として掲げている。

　

JICA は、これまでに ASEAN10 カ国における工学系のトップレベル 19 大学と本邦 11 大

学で構成される大学間ネットワークであるアセアン工学系高等教育ネットワーク（AUN/
SEED-Net）への技術協力プロジェクトをフェーズ１（2003 ～ 2008 年）及びフェーズ２（2008
～ 2013 年）として実施し、約 900 名のメンバー大学教員の高位学位取得支援等によりメン

バー大学の教育・研究能力の向上と多国間の学術ネットワークの強化を図ってきた。本事業

（フェーズ３）では、これまでの協力のアセットを活用しながら、メンバー大学と当該地域

に進出する日系企業を含む産業界との連携を促進し、地域共通課題に資する研究活動を実施

することによって、域内産業の高度化とグローバル化及び地域共通課題への取り組みを促進

する。これにより、上記の各国及び ASEAN の高等教育政策の実現を支援するものである。

また、メンバー大学を 19 大学から 26 大学に増やし、拠点大学の研究・教育能力と多国間の

学術ネットワークをさらに強化することで、アジアにおける科学技術振興のプラットフォー

ムの形成を図る。
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（３）東南アジア地域の高等教育セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績

我が国・JICA は、これまで AUN/SEED-Net プロジェクトや後述の二国間協力により東南

アジア地域各国の拠点となる高等教育機関に対して、その教育・研究能力の向上を支援する

事業を多数実施してきている。また、これまでの JICA の協力を通じて多くの研修員が日本

で学んできた。

2011 年 11 月にインドネシアで開催された日本・ASEAN サミットの行動計画では、教育分

野の協力に関し、AUN/SEED-Net を通じた科学技術・工学等の分野における人材育成を促進

することが明記されている。

JICA は今後の当該地域への支援の考え方として、これまでのアセットを活用し、ODA 卒

業後も睨んだ日本と東南アジアの拠点大学間で戦略的ネットワークを構築し、地球規模課

題・地域共通課題に係る共同研究を推進することを謳っている。

（４）他の援助機関の対応

同地域の高等教育セクターに対しては、個々の大学間の協力や二国間での奨学金プロ

グラムの実施のほか、AUN を通じて、中国が「China Academic Cooperation and Exchange 
Programme」、 韓 国 が「Republic of Korea Academic Exchange Programme」「International College 
Student Exchange Programme」「Promotion of ASEAN and Korean Studies」、 米 国 が「ASEAN 
Studies Curriculum Design Workshop」、EU が「AUN Intellectual Property Network」などの支援を行

っている。ただし、工学分野において広域で多大学間のネットワークによる協力を行ってい

るのは、本 AUN/SEED-Net プロジェクトのみである。

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業は、ASEAN10 カ国を対象に、メンバー大学と産業界及び地域社会との連携強化、

地域共通課題解決に資する研究活動実施の体制整備、メンバー大学の研究と教育能力の向上、

メンバー大学及び本邦支援大学の組織間及び教員間の学術ネットワークの強化を行うことに

より、メンバー大学及び本邦支援大学の連携による高度な研究・教育実施体制を整備し、もっ

て東南アジア地域における産業の高度化とグローバル化、ならびに地域共通課題への取り組

みの促進に寄与するものである。

（２）プロジェクトサイト / 対象地域名

１）バンコク（事務局）

２）ASEAN10 カ国 26 メンバー大学 1

ａ）タイ：チュラロンコン大学、モンクット王工科大学ラカバン校、ブラパ大学、タマサー

ト大学、カセサート大学

ｂ）フィリピン：フィリピン大学ディリマン校、デラサール大学、ミンダナオ州立大学・イ

リガン工科大学

ｃ）インドネシア：バンドン工科大学、ガジャマダ大学、インドネシア大学、スラバヤ工科

1  ASEAN 加盟各国政府から推薦された工学分野のトップレベルの主要大学。なお、下線はフェーズ３からの新規加盟大学を指す。

３．事業概要
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大学

ｄ）マレーシア：マラヤ大学、マレーシア科学大学、マレーシア工科大学、マレーシア・プ

トラ大学

ｅ）ブルネイ：ブルネイ大学、ブルネイ工科大学

ｆ）シンガポール：シンガポール国立大学、ナンヤン工科大学

ｇ）ベトナム：ハノイ科学技術大学、ホーチミン市工科大学

ｈ）ラオス：ラオス国立大学

ｉ）カンボジア：カンボジア工科大学

ｊ）ミャンマー：ヤンゴン大学、ヤンゴン工科大学

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）

１）メンバー大学 26 校で本プロジェクトにより高位学位を取得する教員及び教員候補者（延べ

約 600 人）

２）メンバー大学 26 校で本プロジェクト活動（共同研究、地域学会等）に関与する教員（延べ

約 6,000 人）

３）プロジェクトにより能力強化されたメンバー大学工学部で就学する学生（約 15 万人）

（４）事業スケジュール（協力期間）

2013 年 3 月中旬～ 2018 年 3 月上旬を予定（計 60 カ月）

（５）総事業費（日本側）

39.5 億円

（６）相手国側実施機関

ASEAN10 カ国 26 メンバー大学

（７）投入（インプット）

１）日本側

ａ）専門家

①長期専門家

・副チーフアドバイザー

・業務調整員（3 名）

②短期専門家

・チーフアドバイザー

・本邦大学教員（研究指導等）

ｂ）活動経費

　プロジェクトの活動経費

ｃ）AUN/SEED-Net 事務局運営経費

　事務局職員の人件費を含む運営費

２）メンバー国・メンバー大学側
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ａ）事務局職員（タイ政府）

・副事務局長

・秘書（JICA 専門家支援）

ｂ）AUN/SEED-Net 事務局運営経費（タイ政府）

　オフィス・スペース、光熱水料の部分負担

ｃ）活動経費

　メンバー国・大学の状況に応じた、活動に係る経費のコストシェア

ｄ）事務職員

　各メンバー大学におけるプロジェクト活動の取りまとめを行う事務職員の配置

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

１）環境に対する影響 / 用地取得・住民移転

ａ）カテゴリ分類　C
ｂ）カテゴリ分類の根拠

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公布）に掲げる影響を及

ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない

影響は最小限であると判断されるため。

２）ジェンダー・平等推進 / 平和構築・貧困削減

これまでの活動においても、各メンバー大学からの活動参加者には女性も多く含まれてい

る。フェーズ３においても同様に、ジェンダーバランスに配慮し活動を実施する。

（９）関連する援助活動

１）我が国の援助活動（主なもの）

本プロジェクトのメンバー大学に対して、下記のとおり資金協力・技術協力プロジェクト

を実施しており、これらプロジェクトのカウンターパートである教員の高位学位取得支援や

共同研究活動支援を本プロジェクトが行うことで相乗効果が期待される。

・マレーシア工科大学において有償資金協力「マレーシア日本国際工科院整備事業」が 2011
年から実施されており、日本型の工学教育を導入した学部及び大学院の設立支援が進めら

れている。

・インドネシアにおいて有償資金協力「バンドン工科大学整備事業」が 2009 ～ 2015 年まで

の予定で実施され、研究施設、産学連携推進施設などの整備を行うこととしており、同大

学の質の向上に関する包括的な支援を推進している。また、2012 ～ 2014 年までの期間で

技術協力「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画プロジェクトフェーズ２」を実施し、

研究能力の強化や東部インドネシア地域の大学との人的ネットワークの強化支援が行われ

ている。

・カンボジアにおいて無償資金協力「カンボジア工科大学地圏資源・地質工学部教育機材整

備計画」が 2011 ～ 2014 年まで、技術協力プロジェクト「カンボジア工科大学教育能力向

上プロジェクト」が 2011 ～ 2015 年まで実施され、施設・機材の整備と教授法の改善を通

　じた教育の質の改善を支援している。

・ベトナムにおいて技術協力プロジェクト「ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェ
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クトフェーズ２」が 2009 ～ 2012 年までの予定で実施され、同大学の教育研究能力向上の

ための支援を行っている。

・ラオスにおいて「国立大学 IT サービス産業人材育成プロジェクト」を 2008 年 12 月～

2012 年 11 月まで実施し、工学部 IT 学科の研究生コースの強化支援を行っている。

２）他ドナー等の援助活動

具体的な連携が見込まれる活動は特になし。

（１）協力概要

１）上位目標

東南アジア地域において、産業の高度化とグローバル化、ならびに地域共通課題 2 への取り

組みが促進される。

指標

・企業とメンバー大学による共同特許の数

・企業に技術者及び研究者として就職する卒業生の数

・地域共通課題解決に活用された研究成果の数

２）プロジェクト目標

メンバー大学及び本邦支援大学 3 の連携による高度な研究・教育実施体制が整備される。

指標

・国際大学院プログラム 4 の実施数

・共同国際大学院プログラム 5 の実施数

・域内で設置された学術ネットワーク 6 の数

３）成果及び活動

成果１ 
メンバー大学と産業界、地域社会 7 との連携が強化される。

指標

・企業または地域社会とメンバー大学が実施した共同研究及び受託研究の数と金額（企業

の拠出金額）

・メンバー大学からインターン受入れを行った企業・地域社会の数

・メンバー大学から技術アドバイスを受けた企業または地域社会の数

活動

1.1　メンバー大学の教員を対象に産学連携促進手法の習得研修を実施する。

1.2　メンバー大学の若手教員を対象にして工学マネジメント（MOT）コースの受講を促進

するとともに短期特別コースを開講する。

1.3　メンバー大学教員を対象に、産業界の技術動向を踏まえた教育プログラムの形成・運

2  地域共通課題とは、主として防災、環境、エネルギー、材料、資源とする。
3  本邦支援大学とは、本プロジェクトの活動に参画・支援する本邦における工学分野の主要大学を指す。
4  国際大学院プログラムとは、英語で実施される各メンバー大学工学部の修士・博士レベルの教育プログラムを指す。
5  共同国際大学院プログラムとは、国籍の異なる複数の関係大学により共同で実施される工学分野の大学院プログラムを指す。
6  域内学会など、運営事務局を有し定期的に会議の開催などを行う多国間の学術的組織を指す。
7  地域社会とは、国家及び地域の行政事業体や地方自治体を含む。

４．協力の枠組み
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営セミナーを開催する。

1.4　事務局内に産学連携促進アドバイザリーチームを設置し、メンバー大学に対して、産

学連携促進活動の総合的な助言を行う。

1.5　域内産業界に対し、メンバー大学を紹介する活動を行う。

1.6　メンバー大学教員を対象とした産学連携共同研究を実施する。

1.7　メンバー大学の若手教員を対象に、本邦企業におけるインターンシップまたは短期訪

問を実施する。

1.8　地域会議において産業界や地域社会から講師を招聘し、メンバー大学と産業界・地域

社会との連携を強化する。

成果２

地域共通課題解決に資する研究活動を実施する体制が整備される。

指標

・地域共通課題に関する研究論文の数

・地域共通課題に関する研究発表の数

・地域共通課題に関する国際会議の開催数

活動

2.1　分野ごとに地域会議を開催する。

2.2　メンバー大学教員を対象に、本邦支援大学教員も参加した地域共通課題に係る共同研

究を実施する。

2.3　メンバー大学による外部研究助成事業の獲得を支援する。

成果３

メンバー大学の研究と教育の能力が向上する。

指標 
・高位学位（修士号・博士号）を取得した教員の数

・国際または国内会議における研究発表の数

・国際または国内雑誌に掲出された研究論文の数

・輩出した高位学位者（修士号・博士号）の数と要した時間

活動

3.1　メンバー大学の若手教員を対象に、学位取得プログラムを実施する。

3.2　メンバー大学教員を対象に、本邦支援大学教員も参加した共同研究プログラムを実施

する。

3.3　プロジェクト活動で博士号を取得したメンバー大学の若手教員を対象に、本邦 / 域内

における研究活動支援プログラム（本邦 / 域内リサーチ・フェロー・プログラム）を

実施する。

3.4　本邦で博士号を取得したメンバー大学の若手教員を対象に、本邦支援大学教員も参加

した共同研究プログラム（師弟関係強化共同研究プログラム）を実施する。

成果４

メンバー大学及び本邦支援大学の組織間及び教員間の学術ネットワークが強化される。
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指標

・国際共著論文の数

・共同研究に参画した教員・学生の数

・共同研究指導に参画した教員の数

・国際共同教育プログラム 8（短期コース・学位プログラム等）の形成数

・「ASEAN 工学ジャーナル」の発行回数

・「ASEAN 工学ジャーナル」に掲出された論文数

・メンバー大学により主催または共催された国際学術会議数

活動

4.1　本邦教員派遣プログラムを実施する。

4.2　メンバー大学教員を対象に本邦支援大学またはメンバー大学を訪問する本邦 / 域内短

期研修・研究プログラムを実施する。

4.3　ASEAN 工学ジャーナルを発行する。

4.4　事務局において、メンバー大学及び本邦支援大学関係者に関するデータベースの拡充

と活用を促進する。

4.5　メンバー大学及び本邦支援大学による国際共同教育プログラムを形成する。

4.6　サンドイッチ博士プログラムのジョイント・プログラム認定を促進する。

4.7　メンバー大学及び本邦支援大学教員による講義ノートの公開・共有を促進する。

４）プロジェクト実施上の留意点

上位目標以外の指標の目標値については、プロジェクト開始後 1 年以内を目途に、上位目

標については、中間レビュー時点までに設定することとする。

（２）その他インパクト

・プロジェクトの成果を踏まえた新しい大学院コースの設置、各大学の自己資金による共同研

究、メンバー大学・本邦支援大学の国際化、各国の国内他大学への効果の波及などがインパ

クトとして見込まれる。

・フェーズ３では産学連携活動の強化が成果の一つとされており、日本企業との連携も検討さ

れていることから、将来的に我が国企業及び経済への波及効果も期待できる。

・本邦大学への留学生の受入れや本邦教員の共同研究活動等への参画を通じ、本邦大学の国際

化や日本のグローバル人材の育成にも貢献することが期待できる。

（１）事業実施のための前提

・メンバー大学及び本邦支援大学が本事業への参加を途中で中止しない。

・上述のメンバー国・大学による負担事項が反故にされない。

（２）成果達成のための外部条件

・設定されていない。

8  国籍の異なる複数の大学が共同で管理・運営する教育プログラム。

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）
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（３）プロジェクト目標達成のための外部条件

・設定されていない。

（４）上位目標達成のための外部条件

・東南アジア地域及び本邦との間で大学間連携が維持され、工学分野の高度な研究・教育活動

が持続される。

・産業の高度化がさらに進展し、高等教育機関への技術と人材供給の面からの貢献が期待され

る。

・東南アジア各国の研究・教育予算が継続的に措置される。

　本事業は、ASEAN10 カ国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

　本プロジェクトのフェーズ２では、各メンバー大学は積極的にプロジェクトに関与していたもの

の、各国教育省の巻き込みが不足していたため、本事業においては持続性の担保のためにも最低 1
年に一度は各国教育省を議長とする合同レビューを行い、各国教育省を十分に巻き込みつつ事業を

実施することとする。

（１）今後の評価に用いる主な指標

　　　４．（１）のとおり。

（２）今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内　ベースライン調査

事業中間時点　　　　中間レビュー

事業終了 6 カ月前　　終了時評価

事業終了 3 年後　　　事後評価

６．評価結果

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

８．今後の評価計画
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第１章　調査の概要

１－１　調査の背景と目的

1997 年にタイに端を発し、ASEAN 諸国を襲ったアジア通貨危機からの教訓として、ASEAN
諸国の持続的な経済発展には産業界を支える工学系人材の養成が重要であることが認識された。

このような認識に基づき、我が国は 1997 年の日本・ASEAN サミット及び 1999 年の ASEAN+3
（APT）会議で、産業界に必要な人材養成への協力や、工学系高等教育分野への支援策を表明し

た。上記を経て「アセアン工学系高等教育ネットワーク（ASEAN University Network / Southeast 
Asia Engineering Education Development Network：AUN/SEED-Net）プロジェクト（以下「本プロジェ

クト」と記す）が形成された。

本プロジェクトは、ASEAN10 カ国（以下、「メンバー国」と記す）の各国工学系のトップ大学

19 校（以下、「メンバー大学」と記す）及び我が国の 11 の本邦支援大学の間の大学間ネットワー

クを通じ、工学系人材育成とメンバー大学の教育・研究能力強化を狙いとした事業である。2001
年に ASEAN の一組織である ASEAN 大学ネットワーク（ASEAN University Network：AUN）のサ

ブネットワークとして設立され、2 年間の準備期間を経て、2003 年 3 月から 2008 年 3 月までの

フェーズ１を実施し、現在、2008 年 3 月から 2013 年 3 月のフェーズ２を実施中である。上述の

メンバー大学の教育・研究能力強化のために、メンバー大学の若手教員を中心とした ASEAN 域

内及び日本への留学（修士・博士レベル）、共同研究、本邦及び ASEAN 教員派遣、地域会議等

の活動を実施している。フェーズ２では、留学プログラムの重点を博士課程及びカンボジア・ラ

オス・ミャンマー・ベトナムに置くとともに、共同研究領域の拡大、本プロジェクトで学位を取

得し母国教員となった修了生への研究支援の活動実施等の変更を加えている。

本プロジェクトは現在までに、① ASEAN 域内・日本での学位取得を通じたメンバー大学若手

教員の育成、②メンバー大学における国際大学院プログラムの新設・強化、③ ASEAN 域内の大

学間及び日本の大学間のネットワークの形成等の成果を上げてきている。

本プロジェクトについては、2011 年 11 月の日本・ASEAN サミットの行動計画において言及

され、2013 年 3 月のフェーズ２終了後、間を空けずに 5 年間のフェーズ３を開始することを予

定している。また、2011 年 9 月に、JICA が設置した有識者委員会によって、フェーズ２終了後

の本プロジェクトの在り方に関する提言が取りまとめられた（日本政府からは外務省、文部科

学省、経済産業省がオブザーバーで参加）。その後、同提言に基づき、プロジェクト事務局を

中心に本邦・ASEAN 側関係者からなるフェーズ３検討のためのタスクフォースにより具体的な

活動・投入と実施体制の詳細を含むプロジェクト計画案、PDM、PO の検討・作成が進められ、

2014年 6月 15日に国内支援委員会で協議・承認された。また、2012年 3月には日本政府（外務省）

から ASAEAN 各国政府に対し、フェーズ３実施に係るオファーレターが発信された。

これを受け、フェーズ３検討タスクフォースが取りまとめたプロジェクト計画案の事前評価を

行うにあたり、必要な情報を収集・分析するために詳細計画策定調査を実施した。なお、本詳細

計画策定調査にあわせ、フェーズ２に係る成果等の達成状況を確認するとともに、プロジェクト

の残り期間の課題及び今後の方向性について確認することを目的としたフェーズ２に係る終了時

評価もあわせて実施した。
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１－２　調査団構成

　調査は以下のメンバーで構成し実施された。現地調査対象国が 9 カ国となることから、調査団

を 3 チームに分け、各チーム当たり 3 カ国を調査した。

業務 氏名 所属 チーム

１ 団長・総括 熊谷　晃子 JICA 人間開発部高等教育・社会保障

グループ次長

A（マレーシア）

２ 工学教育 田中　努　 JICA 人間開発部高等・技術教育課

課長

B（タイ ､ ベトナム ､

シンガポール）

３ 協力企画 1 梅宮　直樹 JICA 人間開発部高等・技術教育課 C（フィリピン ､ イン

ドネシア ､ ラオス）

４ 協力企画 2 井上　数馬 JICA 人間開発部高等・技術教育課 A（ミャンマー ､ カン

ボジア）

５ 評価分析 1 荻野　有子 コーエイ総合研究所 A（ミャンマー ､ カン

ボジア ､ マレーシア）

６ 評価分析 2 深井　崇史 財団法人日本国際協力センター

（JICE）
C（フィリピン ､ イン

ドネシア ､ ラオス）

７ 評価分析 3 坪根　千恵 グローバルリンクマネジメント（株） B（タイ ､ ベトナム ､

シンガポール）

※各国で開催する合同レビュー委員会（Joint Review Committee：JRC）とその他の一部の協議には、

AUN/SEED-Net 事務局関係者、プロジェクト専門家、Program Officer も参加。

１－３　調査日程

2012 年 7 月 15 日（日）～ 7 月 26 日（木）まで。

１－４　主要面談者

調査団は各国において、メンバー大学の経営層、教員（帰国留学生含む）、留学中の域内留学

生のほか、高等教育担当省庁、日本大使館、JICA 事務所を訪問し、面談を行った。また、タイ

においては AUN 事務局に、インドネシアにおいては ASEAN 事務局を訪問した。各国における

主要な面談者は以下のとおり。

【メンバー大学】

国名 大学名 氏名 職位

カンボジア ITC Om Romny Director General

インドネシア

UGM Tumiran Dean, Faculty of Engineering 

ITB Yatna Yuwana Martawirya
Dean, Faculty of Mechanical and Aerospace 
Engineering

ラオス NUOL
Saykhong Saynasine Vice President

Boualinh Soysouvanh Dean, Faculty of Engineering
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マレーシア

UM Aznijar bin Ahmad Yazid
Lecturer, Department of Engineering Design 
and Manufacture

USM Radzali Othman
Professor, School of Materials and Mineral 
Resources Engineering

ミャンマー
UY Tin Tun Rector

YTU Mya Mya Oo Rector

フィリピン

DLSU Rosemary Seva Dean, College of Engineering

UP Aura Castillo Matias
Dean, College of Engineering Executive 
Director, National Engineering Center

シンガポール
NTU Er Meng Hwa Vice President（International Affairs）

NUS Chan Eng Soon Dean, Faculty of Engineering

タイ

CU
Pornpote Piumsomboon Vice President

Supot Teachavorasinskun Associate Dean, Faculty of Engineering

KMITL Anantawat Kunakorn Dean, International College

BUU

Anat Deepatana Dean, Faculty of Engineering

Nayot Kurukitkoson
Associate Dean for Administration, Faculty of 
Engineering

ベトナム
HUST Pham Hoan Luong Vice President

HCMUT Phan Dinh Tuan Vice Rector 

【各国政府 高等教育担当省庁】

国名 省庁名 氏名 職位

カンボジア
Ministry of Education, Youth and 
Sports

Phoeurng Sackona Secretary of State

インドネシア Ministry of National Education Harris Iskandar 
Secretary for Directrate 
General of Higher
Education

ラオス
Ministry of Education, Department 
of Higher Education 

Bounthene
Phasiboriboun

Deputy Director General

マレーシア Ministry of Higher Education
Mohamed Ali bin
Abdul Rahman

Director, Governance
Division, Private Higher
Education

ミャンマー Ministry of Education Zaw Myint

Deputy Director General, 
Department of Higher 
Education（Lower 
Myanmar）
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フィリピン
Commission for Higher Education
（CHED）

Julito D. Vitriolo Executive Director IV

シンガポール Ministry of Education Leong Wei Jian
Senior Head, Higher 
Education Division

タイ
Office of Higher Education 
Committee（OHEC）

Piniti Ratananukul Deputy Secretary General

ベトナム
Ministry of Education and 
Training

Luu Anh Tuan
Officer, International 
Cooperation Department

【関係機関】

組織名 氏名 職位

The ASEAN Secretariat, ASEAN 
Socio-Cultural Community 
Department

Ky-Anh Nguyen Assistant Director, Culture & Information 
Division, Socio-Cultural Community 
Directorate

ASEAN University Network Nantana Gajaseni Executive Director

AUN/SEED-Net Secretariat Prakit Tangtisanon Executive Director

【JICA 事務所】

事務所名 氏名 職位

カンボジア事務所 鈴木　康次郎 所長

インドネシア事務所 宮田　尚亮 所員

ラオス事務所 米山　芳春 次長

マレーシア事務所 佐藤　恭仁彦 所長

ミャンマー事務所 斉藤　克義 次長

フィリピン事務所 佐々木　隆宏 所長

タイ事務所 佐藤　里衣 所員

ベトナム事務所 沖浦　文彦 次長
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第２章　プロジェクト実施の背景とニーズ

（１）当該地域における高等教育セクターの現状と課題

ASEAN 加盟各国の経済は、1997 年のアジア通貨危機により打撃を受け、一時的に成長が

鈍化したが、その後各国ともに順調な回復をみせ、過去 10 年間にわたり高い成長率を維持

しながら拡大している。また高い経済成長とともに、各国において産業構造と企業活動の高

度化が進んでいる。例えば、シンガポール・タイ・マレーシア・フィリピン・インドネシア

の ASEAN 先発加盟国では近年、自国市場の拡大や市場ニーズの多様化、産業構造の高度化

や企業活動のグローバル化の進展により、域内企業の活動の高度化が進み、現地企業の中に

は自前で高度技術を駆使した研究活動に乗り出すものも現れてきている。ベトナム・カンボ

ジア・ラオスといった ASEAN 後発加盟国においても、外国資本の導入による産業の拡充・

多角化が進んでいる。こうした変化に対応するために、域内の大学によるグローバルな高度

産業人材の育成と産学連携による研究活動の充実が必要となっている。

一方、ASEAN 地域では、大気環境汚染、気候変動などの国単位では解決のできない国境

を越えた課題や、洪水、防災、低炭素エネルギーなど域内各国が共通に直面する課題が深刻

化しており、これら課題に各国の経験・知見を共有して国際的に取り組むことの重要性が増

している。

こうした産業の多角化や ASEAN 地域共通の各種課題に対応するためには、高等教育機関

によるグローバルな高度産業人材と研究活動の充実が必要であり、各国政府は高等教育セク

ターの強化をその重点政策に掲げている。結果として、当該地域各国の高等教育セクターは

過去 10 年で量的には急速な拡大を達成したものの、質の維持・向上を伴っておらず、各国

の拠点大学と呼ばれる大学においても高位学位を保持した教員の割合が低いことや施設機材

の未整備などにより、教育・研究の両面においてその質に問題を抱えている。その結果、引

き続き、ASEAN を含む東アジア地域から多数の優秀な人材が欧米先進国に流出している。

例えば、2007 年時点で世界全体の留学生総数約 280 万人の 65％（約 180 万人）が欧米に留

学しており、そのうち 25％の 45 万人が東アジア・大洋州地域からの留学生となっている。

（２）当該地域における高等教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ

ASEAN 先発加盟国政府は経済の先進国化を達成するためには、産業の高付加価値化や高

度産業人材の育成が不可欠であると認識し、これに貢献する高等教育の充実を重要政策に掲

げている。

例えば、2020 年までの先進国入りをめざすマレーシアは、「第 10 次マレーシア計画（2011
～ 2015 年）」において、高付加価値の知的産業の育成と産業界のニーズに合致した分野横断

的な科学技術の研究能力を向上することが重要であり、そのためには科学技術分野の大学院

生の増加や、産学連携の研究体制の構築が必要であるとしている。

タイも、「第 11 次国家経済社会開発計画（2012 ～ 2016）」において国際競争力強化のため

の高付加価値の製品開発や産学連携等による研究・開発（Research and Development : R&D）

を担う人材の育成が重要であるとし、人口 1 万人当たりの R&D 人材を、15 人に増やす目標

を掲げている。

経済指標やイノベーションの発展度合いではマレーシアやタイに及ばないインドネシア
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とフィリピンの 2 カ国も、経済成長のためには科学技術の振興が不可欠との認識に立って

いる。インドネシア政府は、2011 年に「経済開発加速化・拡充マスタープラン」を発表し、

2014 年までに GDP の１％を R&D 予算として確保し、科学技術分野の博士号取得者を 7,000
人から 1 万人育成することなどを目標に据えるなど、イノベーションの必要性とそのための

科学技術分野での人材育成を重点政策に位置づけている。

フィリピン政府も 2009 年に策定した「第二次国家高等教育アジェンダ」において、国際

競争力強化に向けた高等教育機関の研究能力向上、研究成果の産業界への普及促進などを政

策目標として掲げ、研究活動そのものや研究成果の海外での発表に対する奨学金や助成金の

供給、重要分野における大学院プログラムの充実等を行うこととしている。

ベトナム・カンボジア・ラオスといった ASEAN 後発加盟国においても、外国資本の導入

による産業の拡充・多角化が進んでいる。例えば、ベトナムでは製造業も含む工業の拡充が

すでに大きく進展している。また、これまでは縫製業や観光業を主たる産業としていたカン

ボジアにおいても 2010 年後半から日系製造業企業の進出が進み、今後更なる産業の多角化

を通じた経済成長が見込まれるなか、高度産業人材の育成が重点課題の一つとなっている。

また、ASEAN は、「ASEAN Plus Three （APT） Plan of Action on Education 2010-2017」において、

「教育機関や教育省との協力、ネットワーク作り、調査研究を進める」「AUN を通じて、大

学間の連携を強化し、さらに APT 諸国の大学間の単位互換を進め、高等教育を進める」「APT
の教員の調査研究や交流をサポートする」、などを重点協力分野として掲げている。

JICA はこれまでに、ASEAN10 カ国における工学系のトップレベル 19 大学と本邦 11 大学

で構成される大学間ネットワークである AUN/SEED-Net への技術協力プロジェクトをフェー

ズ１（2003 ～ 2008 年）及びフェーズ２（2008 ～ 2013 年）として実施し、約 900 名のメンバー

大学教員の高位学位取得支援等によりメンバー大学の教育・研究能力の向上と多国間の学術

ネットワークの強化を図ってきた。本事業（フェーズ３）では、これまでの協力のアセット

を活用しながら、メンバー大学と当該地域に進出する日系企業を含む産業界との連携を促進

し、地域共通課題に資する研究活動を実施することによって、域内産業の高度化とグローバ

ル化及び地域共通課題への取り組みを促進する。これにより、上記の各国及び ASEAN の高

等教育政策の実現を支援するものである。また、メンバー大学を 19 大学から 26 大学に増や

し、拠点大学の研究・教育能力と多国間の学術ネットワークをさらに強化することで、アジ

アにおける科学技術振興のプラットフォームの形成を図る。
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第３章　技術協力プロジェクトの基本計画

３－１　上位目標

上位目標はプロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果であり、具体的に

は、プロジェクト終了後 3 ～ 5 年程度で対象社会において発現する効果と位置づけられている。

本プロジェクトの上位目標及びその達成度を測る指標は以下のとおりである。各指標の目標値

は、中間評価時点までに設定することとする。

　

上位目標 指標

東南アジア地域において、産業の高度

化とグローバル化、ならびに地域共通

課題 1 への取り組みがさらに促進され

る。

1. 企業とメンバー大学 2 による共同特許の数

2. 企業に技術者及び研究者として就職する卒業生の

数

3. 地域共通課題解決に活用された研究成果の数

本プロジェクトではプロジェクト目標として「メンバー大学及び本邦支援大学による高度な研

究・教育実施体制の整備」を掲げている。よって、上位目標ではより高次の目標として、プロ

ジェクト目標で体制が整備されたことにより、産業や地域に裨益する取り組みが促進されること

をめざす。研究による産業や地域に裨益する取り組み促進を示す指標としては、企業との共同特

許数及び地域共通課題解決に活用された研究成果数が指標として設定された。教育による産業界

や地域に裨益する取り組みを示す指標としては、産業界に就職する卒業生の数を指標としてお

り、これは、各大学の質が高まることで産業界による卒業生の評価も高まり、産業界に雇用され

る卒業生が増加することで、産業高度化の取り組み促進が見込まれるためである。ただし、今の

ところ、各大学とも、就職状況を追跡調査するシステムを整備していないため、データ収集方

法、卒業後データ収集を行う時期、調査の対象とする卒業生の学位レベル等、詳細についてはプ

ロジェクト実施中にメンバー大学と議論をし、設定する必要がある。また、その他の指標につい

ても各大学での記録及びモニタリングを徹底する必要がある。

また、上位目標設定にあたっては、対象国の開発課題との整合性を検討する必要があるが、対

象各国とも産業開発のための科学技術や研究開発の振興を重要政策と位置づけていること、環境

等の地球規模課題への対応の重要性についても各国政策において言及されていることから、本上

位目標は ASEAN 地域の開発課題の解決に貢献する目標であるといえる。

　

３－２　プロジェクト目標

プロジェクト目標は、プロジェクト実施によって達成が期待されるターゲット・グループや対

象社会に対する直接的な効果であり、プロジェクト終了時に達成されるものである。本プロジェ

クトのプロジェクト目標及びその達成度を測る指標は以下のとおりである。目標値の設定はプロ

ジェクト開始後 1 年以内を目処に行う。

1  地域共通課題は、主として防災、環境、エネルギー、材料、資源とする。
2  メンバー大学とは、ASEAN 加盟各国政府から推薦された工学分野のトップレベルの主要大学を指す。
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プロジェクト目標 指標

メンバー大学及び本邦支援大学 3 の連

携による高度な研究・教育実施体制が

整備される。

1. 国際大学院プログラムの実施数

2. 共同国際大学院プログラムの実施数

3. 域内で設置された学術ネットワークの数

過去 12 年間のプロジェクト実施により各メンバー大学の能力が向上しネットワークが強化さ

れてきていること、前フェーズのプロジェクト目標「人材育成の体制の基盤整備」がある程度達

成されていること、今後の 5 年間のプロジェクト実施期間、及び比較的大きな投入規模などを考

慮し、プロジェクト目標では「高度な研究・教育実施体制の整備」をめざす。また持続性も考慮

し、フェーズ３終了後もある程度持続的に活動が実施できるよう、体制の整備をプロジェクト目

標に据えた。

この考えに基づき、指標は国際大学院プログラムの実施数、共同国際大学院プログラムの実施

数と域内で設置された学術ネットワークの数を設定しているが、これらはフェーズ２では達成に

は至らなかったパートナーシップ大学及び学会の設立の流れを引き継ぐものである。国際大学院

プログラムとは、各メンバー大学において設立された、留学生の受入れが可能な英語で行われる

工学部の修士・博士プログラムを指す。また、共同国際大学院プログラムとは、国籍の異なる複

数の関係大学により共同で実施される工学分野の大学院プログラムを指す。フェーズ３では各分

野に複数のホスト大学が設置されること、及びメンバー大学が増えることから、留学生の受入れ

可能な国際大学院プログラムの増加が見込まれる。これに加え、本プロジェクトが契機となり各

メンバー大学自らのイニシアチブで、ホスト分野以外でも国際大学院プログラムの設置が進むこ

とも期待される。学術ネットワークとは、学会を含む学術的なネットワークを意味しているが、

現状でもすでに分野別の学術ネットワークはある程度形成されているため、フェーズ３で形成を

めざす学術ネットワークの定義及び数を明確にする必要がある。特に、学術ネットワーク設立に

特化した活動が計画されていないことから、必要であればネットワーク設立に関する活動の追加

も検討する。現在はプロジェクトにより行われる地域会議や共同研究などの活動を中心に緩やか

な学術ネットワークが形成されているが、フェーズ３終了後も持続的に活動が実施できるよう、

継続可能な学術ネットワークづくりをめざすことが重要である。

３－３　成果及び活動

成果１ 指標

メンバー大学と産業界、地域社会 4 と

の連携が強化される。

1. 企業または地域社会とメンバー大学が実施した共

同研究及び受託研究の数と金額（企業の拠出金額）

2. インターン受入れを行った企業・地域社会の数

3. メンバー大学から技術アドバイスを受けた企業ま

たは地域社会の数

3  本邦支援大学とは、本プロジェクトの活動に参画・支援する本邦における工学分野の主要大学を指す。
4  地域社会とは、国家及び地域の行政事業体や地方自治体を含む。
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活動

（1）メンバー大学の教員を対象に産学連携促進手法の習得研修を実施する。

（2）メンバー大学の若手教員を対象にして工学マネジメントコースの受講を促進するとともに

短期特別コースを開講する。

（3）メンバー大学教員を対象に、産業界の技術動向を踏まえた教育プログラムの形成・運営セ

ミナーを開催する。

（4）事務局内に産学連携促進アドバイザリーチームを設置し、メンバー大学に対して、産学連

携促進活動の総合的な助言を行う。

（5）域内産業界に対し、メンバー大学を紹介する活動を行う。

（6）メンバー大学教員を対象とした産学連携共同研究を実施する。

（7）メンバー大学の若手教員を対象に、本邦企業におけるインターンシップまたは短期訪問を

実施する。

（8）地域会議において産業界や地域社会から講師を招聘し、メンバー大学と産業界・地域社会

との連携を強化する。

成果１では、メンバー大学と産業界及び地域社会との連携の強化をめざす。具体的には、メン

バー大学教員向けの産学連携促進手法の研修や、本プロジェクトの留学生を対象にした工学マネ

ジメントコースの履修によりメンバー大学の能力強化を図り、産学連携のアドバイザリーチーム

の設置や産業界へのメンバー大学の紹介により産業界との繋がりを作ったうえで、産業界との共

同研究やインターンシップ、産業界からの講師招聘などの連携活動を実施する。また、指標であ

る共同研究数や研究に対する企業の受託金額、インターン受入れを行った企業や地域社会数、技

術アドバイスを受けた企業・地域社会の数については、目標値をプロジェクト開始後半年から 1
年を目途に設定し、中間レビュー及び終了時評価において正しくデータが入手できるよう、各メ

ンバー大学での記録を徹底することが重要である。

成果２ 指標

地域共通課題解決に資する研究活動を

実施する体制が整備される。

1. 地域共通課題に関する研究論文の数

2. 地域共通課題に関する研究発表の数

3. 地域共通課題に関する国際会議の開催数

活動

（1）分野ごとに地域会議を開催する。

（2）メンバー大学教員を対象に、本邦支援大学教員も参加した地域共通課題に係る共同研究を

実施する。

（3）メンバー大学による外部研究助成事業の獲得を支援する。
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成果 2 では、地域共通課題解決のための研究活動の実施体制の整備をめざす。活動としては、

地域共通課題に特化した地域会議を開催することでネットワークを強化し、共同研究の支援とし

て、共同研究のプロポーザルを募り、競争的研究資金の提供や必要な教員派遣を行う。加えて、

科学技術振興機構（JST）の科学技術戦略推進費や日本以外の研究助成事業などが提供する競争

的資金をメンバー大学が確保するための支援を行う。具体的には、JICA 専門家は各資金提供機

関の情報を収集し、本邦教員やメンバー大学教員と連絡・調整しつつ、応募を促進する。これら

の活動により、指標のとおり、地域共通課題に関する研究発表及び論文数、ならびに国際会議数

が増加することが期待される。これらは本プロジェクトにより支援または実施された研究論文、

研究発表及び国際会議数を意味し、大学が独自に行ったものは含まない。本指標の目標値につい

ても、成果１と同じくプロジェクト開始後半年から 1 年を目途に設定する。

成果３ 指標

メンバー大学の研究と教育の能力が向

上する。

1. 高位学位（修士号・博士号）を取得した教員の数

2. 国際または国内会議における研究発表の数

3. 国際または国内雑誌に掲出された研究論文の数

4. 輩出した高位学位者（修士号・博士号）の数と要

した時間

活動

（1）メンバー大学の若手教員を対象に、学位取得プログラムを実施する。

（2）メンバー大学教員を対象に、本邦支援大学教員も参加した共同研究プログラムを実施する。

（3）プロジェクト活動で博士号を取得したメンバー大学の若手教員を対象に、本邦 / 域内にお

ける研究活動支援プログラム（本邦 / 域内リサーチ・フェロー・プログラム）を実施する。

（4）本邦で博士号を取得したメンバー大学の若手教員を対象に、本邦支援大学教員も参加した

共同研究プログラム（師弟関係強化共同研究プログラム）を実施する。

成果３では、フェーズ１及び２同様、引き続きメンバー大学若手教員の留学による高位学位取

得支援、留学中の学位研究を対象とした本邦支援大学との共同研究プログラムの実施、博士号を

取得し教員としてメンバー大学に戻った若手教員の本邦大学との共同研究支援を行うとともに、

今フェーズでは新たに、ポスドクの研究活動支援を行い、メンバー大学の若手教員の研究・教育

能力の向上を多方面から支援する。メンバー大学における高位学位取得ニーズは、博士号を有す

る教員増加のため次第に減少しつつあるとみられるため、プロジェクト開始前に各大学のニー

ズを詳細に把握する必要がある。指標に関し、指標 1 は本プロジェクトにより留学し、高位学位

を取得した教員及び教員候補者数を示す。指標 2 及び 3 については、質に関するデータ収集のた

め、研究が発表された会議及び学術雑誌名についても、各メンバー大学において記録を残すよう

徹底することが望ましい。また指標 4 については、教育能力が高い大学院は、毎年一定の高位学

位取得者を所定の年限内で輩出することが期待されることから設定された。それぞれ目標値はプ

ロジェクト開始後半年から 1 年を目途に設定する。
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成果４ 指標

メンバー大学及び本邦支援大学の組織

間及び教員間の学術ネットワークが強

化される。

1. 国際共著論文の数

2. 共同研究に参画した教員・学生の数

3. 共同研究指導に参画した教員の数

4. 国際共同教育プログラム 5（短期コース・学位プロ

グラム等）の形成数

5.「ASEAN 工学ジャーナル」の発行回数

6.「ASEAN 工学ジャーナル」に掲出された論文数

7. メンバー大学により主催または共催された国際学

術会議数

活動

（1）本邦教員派遣プログラムを実施する。

（2）メンバー大学教員を対象に本邦支援大学またはメンバー大学を訪問する本邦 / 域内短期研

修・研究プログラムを実施する。

（3）ASEAN 工学ジャーナルを発行する。

（4）事務局において、メンバー大学及び本邦支援大学関係者に関するデータベースの拡充と活

用を促進する。

（5）メンバー大学及び本邦支援大学による国際共同教育プログラムを実施する。

（6）サンドイッチ博士プログラム 6 のジョイント・プログラム認定を促進する。

（7）メンバー大学及び本邦支援大学教員による講義ノートの公開・共有を促進する。

成果４では、前フェーズまでと同じく、本邦教員派遣プログラム及び本邦 / 域内短期研修・研

究プログラムの実施や ASEAN 工学ジャーナルの発行を行うことで、学術ネットワークの強化を

図る。加えて、フェーズ３では、同フェーズ終了後も持続する体制づくりの観点から、メンバー

大学及び本邦支援大学の関係者のデータベースの整備、国際共同教育プログラムの形成、サンド

イッチ博士プログラム参加者への本邦支援大学、受入れメンバー大学、プロジェクト事務局の三

者によるジョイント・サーティフィケート授与を通じたジョイント・プログラム認定、メンバー

大学及び本邦支援大学教員の講義ノートの公開・共有の促進を行う。国際共同教育プログラムと

は、国籍の異なる複数の大学が共同で管理・運営する教育プログラムで、単位互換等を伴う短期

コースやダブル・ディグリーあるいはジョイント・ディグリーも視野に入れた学位プログラムを

意味する。講義ノートの公開・共有については、公開・共有の手法も含め、プロジェクト期間中

に詳細が議論され決定されることとなっている。

指標に関しては、本プロジェクトによる共同研究と他の連携活動により行われた共同研究を区

別するよう、メンバー大学による記録の徹底を行う必要がある。また、国際学術会議数は、本プ

5  国籍の異なる複数の大学が共同で管理・運営する教育プログラム。
6  メンバー大学の若手教員が域内他国のホスト大学に留学し、3 年間で博士号を取得することをめざすが、そのうち最大で 8 カ月

間日本の支援大学に留学し、日本の共同指導教員より指導を受けるプログラム。
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ロジェクトで行われた会議数を意味し、その他の連携により行われた国際会議数は含まないこと

とする。目標値はプロジェクト開始後半年から 1 年を目途に設定する。

３－４　外部条件の分析

想定される外部条件及びプロジェクトで対応できる事項を以下の表に示す。

外部条件 プロジェクトで対応できる事項

プロジェクト目標から上位目標への外部条件

東南アジア地域及び本邦との間で大学間連携

が維持され、工学分野の高度な研究・教育活

動が持続される。

1. プロジェクト終了までにプロジェクト目標

が十分達成されるよう努力し、プロジェク

ト終了後の活動継続のための下地づくりを

行う。

2. メンバー大学及び本邦支援大学間の連携

維持のため、プロジェクト終了前に各メン

バー大学に、プロジェクト終了後の予算を

含む活動計画の提出を促す。

産業の高度化がさらに進展し、高等教育機関

への技術と人材供給の面からの貢献が期待さ

れる。

1. プロジェクト実施中の世界及び各国の社会

経済状況及び産業界の状況を常に観察し、

変化に対応する。

2. 成果１に係る活動において、産業界を適切

に巻き込めるよう、プロジェクト実施中に

企業に十分な動機づけを行う。

3. プロジェクト期間中に有意義な産学連携の

研究結果が出るよう、スケジュール管理を

行う。

東南アジア各国の研究・教育予算が継続的に

措置される。

1. プロジェクト終了までに各国教育省との連

携を強化し、プロジェクト終了後の研究・

教育予算の確保について働きかけを行う。

３－５　投　入

日本側、メンバー国・メンバー大学、ASEAN 関係機関の投入計画は以下のとおり。

（１）日本側

１）専門家

ａ）長期専門家

・副チーフアドバイザー

・業務調整員（3 名）

ｂ）短期専門家

・チーフアドバイザー

・本邦大学教員（研究指導等）

２）活動経費
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プロジェクトの活動経費

３）AUN/SEED-Net 事務局運営経費

事務局職員の人件費を含む運営費

（２）メンバー国・メンバー大学側

１）事務局職員（タイ政府）

・副事務局長

・秘書（JICA 専門家支援）

２）AUN/SEED-Net 事務局運営経費（タイ政府）

オフィス・スペース、光熱水料の部分負担

３）活動経費

メンバー国・大学の状況に応じた、活動に係る経費のコストシェア

４）事務職員

各メンバー大学におけるプロジェクト活動の取りまとめを行う事務職員の配置

３－６　プロジェクトの実施体制

プロジェクト実施体制は、フェーズ２までの課題や教訓をもとに、フェーズ３で改善が計画さ

れている。

（１）メンバー大学

現行の対象 10 カ国 19 大学は、2000 年のプロジェクト創設準備段階において、JICA と

AUN 事務局が協議のうえ決定した選定基準「各国において工学分野のトップレベルの大学

2 ～ 3 校を選ぶ。AUN メンバー大学の参加も推奨される」を踏まえ、各国教育省が選定した

ものである。フェーズ３の実施にあたっては、域内リソースの多様性の拡大と域内の開発の

担い手となる対象大学拡大のため、ネットワークの活動の機動性や、目標達成に向けた一定

のレベルの質の維持・確保の必要性、効率性、予算の制約等も考慮し、正規メンバー大学の

新規追加を限定的に認めることとした。以下の想定基準により、各国政府の推薦に基づき、

タイのタマサート大学、カセサート大学、フィリピンのミンダナオ州立大学・イリガン工科

大学、インドネシアのインドネシア大学、スラバヤ工科大学、マレーシアのマレーシア工科

大学、マレーシア・プトラ大学の追加を行うこととした。

〈新規メンバー大学選定基準〉

①先発 ASEAN 加盟国（インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ）において、工学

分野のトップレベル大学。英語でコースワークを実施しており、常時博士を輩出して

いる研究大学院を有する大学とする。

②各国、原則 1 大学、最大 2 大学とし、合計 4 カ国で 6 大学を目処とする。

③ JICA など日本の事業とこれまでに何らかの関係を有してきた大学や AUN メンバー大

学である点も考慮する。

④新規参加にあたり、何らかの形でコストシェアが可能であること。
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（２）本邦支援大学の追加

現行の 11 大学は、2001 年に JICA からの依頼に基づき文部科学省が選定した。本邦大学の

教員自身が多忙を極めるなか、日本としてより一層本事業への参画を強化するために、本邦

支援大学の追加を検討する。フェーズ３においては、大学院での研究指導を通じて、産業界

との連携や地域共通課題解決への取り組みも包含した研究活動をより一層高いレベルで実施

していくことをめざしており、このためには本邦大学自身が博士の輩出をある程度の人数規

模でなし得る体制にあることが求められる。これら観点から本邦大学の新規追加を検討し、

名古屋大学、大阪大学、東北大学の三大学を追加することとした。

〈新規本邦大学選定基準案〉

①教員個人ではなく、コースとして英語で講義ができる体制にある。

②博士課程の学生を毎年一定数輩出している。

③ ASEAN 地域での研究レベルでの活動実績がある。

④本プロジェクトに参加する強い意志が大学組織（学長・学部長 / 研究科長）としてある。

（３）分野別事業実施体制

フェーズ３においては、ASEAN 側における複数のホスト大学、複数の本邦支援大学（幹

事大学・副幹事大学）、プロジェクト事務局における分野担当ユニットの三者が連携して、

分野ごとにある程度の自由度を有した活動を展開することになる。

分野別に活動を実施する主なプログラムは次のとおり。これらプログラムの分野別の活動

における事業計画や予算配分の協議、実施状況のレビュー等を行っていく。

① 修士・博士の各種学位取得プログラム

② 本邦 / 域内短期研修・研究プログラム

③ 本邦教員派遣プログラム

① 地域会議

② 地域共通課題共同研究

③ 国際共同教育プログラム

④ ASEAN 工学ジャーナル（分野別）

（４）基幹分野・学際領域の再編と統合

現在の工学基幹 9 分野は、フェーズ１開始時に ASEAN 先発 4 カ国（インドネシア、マレー

シア、フィリピン、タイ）の主な大学にホストの希望を確認し、調整をした結果として現在

の 9 分野を設定した。学際領域については、フェーズ１で活動を実施していくなかで、工学

教育に依拠した基幹分野に包含されない領域（主に研究領域）で活動することの必要性が認

識され、基幹分野に関連する領域として地域会議等を行っている。フェーズ３の実施にあ

たっては、9 分野の一部で相互に重複があったり、「複数ホスト大学制」によりホスト大学

が増えることから、機能するための適正な数という観点からも、現在の 9 分野を見直す。

あわせて、既存の学際領域についても、基幹分野との区分けが不明瞭であったり、一部で

活動が必ずしも活発ではない領域がある状況である。このため、今回新たに設定する分野の

中に学際領域の研究テーマを含めたり、ある一定の活動が想定される領域は分野として新設

することにより、従来の学際領域を廃止する。
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フェーズ３を実施する分野区分と各分野の中で主として行う研究（留学プログラム）は次

のとおり。

土木工学、機械・製造工学、電気・電子工学、情報工学、化学工学、地質・資源工学、自

然災害、環境工学、エネルギー工学、材料工学（10 分野）

分野名

（研究科レベル）

細分類講座レベル

（キーワード）

土木工学 構造工学、建設材料、地盤工学、交通工学・計画、水資源工学、建設マネジ

メント・施工

機械・製造工学 機械力学、制御システム、流体工学、熱工学、ロボティクス、機械システ

ム、機械材料、材料力学、設計工学、航空工学、機械要素、動力システム、

生産システム、バイオメカニクス、マイクロ・ナノメカトロニクス、計算力

学

電気・電子工学 電力工学、電子デバイス・システム、通信、計測工学、制御工学　（調整中）

情報工学 情報通信ネットワーク、組込みシステム、ロボット工学、コンピュータ工

学、ソフトウェア工学、画像・信号処理、ミドルウェアとアプリケーション

ソフトウェア、経営システム工学、人工知能と知的システム、コンピュータ

応用と基盤システム

化学工学 化工物性・移動操作・単位操作、分離プロセス、プロセスモデリング・シ

ミュレーション・制御、反応工学、触媒工学・資源工学、化学装置設計・材

料、生物機能・生物プロセス工学、再生可能エネルギー資源工学、天然資源

工学

地質・資源工学 地球・資源システム工学、火山活動、応用地質学、地盤災害、岩盤開発・開

発機械工学、資源処理工学、リサイクル工学、地球熱システム、物理探査、

エネルギー資源工学、水資源、地球修復工学

自然災害 地震災害、津波災害、火山災害、地盤災害（地滑り・斜面崩壊）、水象災害

（水害）、気象災害（台風 ･ 風雨）、水文環境、災害リスクマネジメント、防

災・減災

環境工学 大気汚染、土壌汚染、水質汚染、上下水処理、都市の水管理と制御、地下水

環境、環境リスクマネジメント、気候変動の環境影響、環境バイオテクノロ

ジー、物理化学的処理、有害廃棄物の処理及び管理、固形廃棄物の利用と管

理、環境心理学、水資源管理、農村環境の管理

エネルギー工学 電力システム、グリーン都市・建築、環境エネルギー、エネルギー変換技

術、バイオエネルギー、太陽光エネルギー、エネルギー材料、熱流動、ヒー

トポンプ、新・再生エネルギー、原子力エネルギー、エネルギー政策、エネ

ルギーシナリオ、エネルギー貯蔵、クリーンコール、水素自動車、内燃機関

材料工学 有機材料、無機材料、金属材料、セラミックス、生体材料、ナノマテリア

ル、材料合成プロセス、生産プロセス、電子材料、機能材料、環境関連材

料、ポリマー、エネルギー材料
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（５）その他

「運営委員会」は本プロジェクトの最高意思決定機関であり、メンバー大学（各国より代

表１名）のほか、職務上の委員である AUN 事務局長、AUN/SEED-Net 事務局長、ASEAN
事務局代表、日本政府代表、JICA 代表、及び国内支援大学代表から構成されている。今

フェーズにおいても、運営委員会を年 1 回開催 7 し、年間活動計画の協議・承認、活動進捗

状況の報告、事業実施上の課題等について議論を行う。また、前フェーズでは、各国教育省

のプロジェクトへの関与が薄く、教育省の役割や他の関連機関との連携体制が必ずしも明確

ではなかった。また、前フェーズでは、年に一度、各国で、教育省参加の下合同レビュー

委員会が行われる予定であったが、実際には終了時評価の際に一度開催されたのみである。

よって、今フェーズでは対象各国の教育省の役割や教育省と関連機関との連携体制を明確に

し、少なくとも年に一度合同レビュー委員会を開催するなど、より教育省を積極的に巻き込

んだプロジェクト運営を行い、プロジェクト終了後の持続性の確保を図る。

AUN/SEED-Net 事務局はタイ・バンコクのチュラロンコン大学内に設置されており、事務

局長・副事務局長（共にタイ人）、日本人専門家（チーフアドバイザー、副チーフアドバイ

ザー、業務調整員 3 名）、タイ人のプログラム・コーディネーターやオフィサー 10 名、秘書

2 名により構成され、AUN/SEED-Net に係る計画・調整・モニタリング等の機能を担う予定

である。プロジェクト事務局の業務は、フェーズ２においてメンバー大学へ徐々に分権化さ

れる予定であったが、分権化が効率的でないという意見もあり、実現されていない。フェー

ズ３終了後の本事業の在り方も考慮に入れたうえで、効率性と持続性確保の双方の観点か

ら、引き続き事務局機能の在り方について検討が必要である。

さらに、本プロジェクトの対象国としてブルネイが含まれているが、ブルネイでは留学生

の受入れは行われておらず、地域会議の参加実績もほとんどないため、実質的なプロジェク

ト活動への参加は年に一度の運営委員会への参加のみとなっている。加えて、シンガポール

の二大学は留学生の受入れは行っているものの、地域会議への参加費供与や本邦支援大学と

の共同研究の機会がないため、ネットワークを深める機会が少ない。これら二カ国は ODA
対象国ではないため、プロジェクトへの巻き込みが困難であるものの、貴重なリソースを有

するこれらの大学を積極的に取り込むことで、ASEAN 地域における更なるインパクトの産

出が期待できる。よってフェーズ３においてはこれら二カ国のより効果的な関与の在り方に

ついて検討する必要がある。

３－７　プロジェクト・サイトと裨益者

（１）プロジェクトサイト

１）バンコク（事務局）

２）ASEAN10 カ国 26 メンバー大学 8

ａ）タイ：チュラロンコン大学、モンクット王工科大学ラカバン、ブラパ大学、タマサー

ト大学、カセサート大学

ｂ）フィリピン：フィリピン大学、デラサール大学、ミンダナオ州立大学・イリガン工科

7  メンバー大学所在国（国名のアルファベット順）で開催。枠組み・実施運営方法の確立に伴い全体で議論を行う必要性が以前に

比べて減少していることから、フェーズ１時の年 2 回開催から年 1 回に開催回数を減らしている。
8   ASEAN 加盟各国政府から推薦された工学分野のトップレベルの主要大学。なお、下線はフェーズ３からの新規加盟大学。
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大学

ｃ）インドネシア：バンドン工科大学、ガジャマダ大学、インドネシア大学、スラバヤ工

科大学

ｄ）マレーシア：マラヤ大学、マレーシア科学大学、マレーシア工科大学、マレーシア・

プトラ大学

ｅ）ブルネイ：ブルネイ大学、ブルネイ工科大学

ｆ）シンガポール：シンガポール国立大学、ナンヤン工科大学

ｇ）ベトナム：ハノイ科学技術大学、ホーチミン市工科大学

ｈ）ラオス：ラオス国立大学

ｉ）カンボジア：カンボジア工科大学

ｊ）ミャンマー：ヤンゴン大学、ヤンゴン工科大学

（２）本事業の受益者（ターゲットグループ）

１）メンバー大学 26 校で本プロジェクトにより高位学位を取得する教員及び教員候補者（延

べ約 600 人）

２）メンバー大学 26 校で本プロジェクト活動（共同研究、地域学会等）に関与する教員（延

べ約 6,000 人）

３）プロジェクトにより能力強化されたメンバー大学工学部で就学する学生（約 15 万人）

３－８　協力期間

2013 年 3 月～ 2018 年 3 月まで（計 60 カ月）

３－９　他プロジェクトとの関係・連携

（１）我が国の援助活動（主なもの）

本プロジェクトのメンバー大学に対して、下記のとおり資金協力・技術協力プロジェクト

を実施しており、これらプロジェクトのカウンターパートである教員の高位学位取得支援や

共同研究活動支援を本プロジェクトが行うことで相乗効果が期待される。

・マレーシア工科大学において有償資金協力「マレーシア日本国際工科院整備事業」が

2011 年から実施されており、日本型の工学教育を導入した学部及び大学院の設立支援が

進められている。

・インドネシアにおいて有償資金協力「バンドン工科大学整備事業」が、2009 年から 2015
年までの予定で実施され、研究施設、産学連携推進施設などの整備を行うこととしてお

り、同大学の質の向上に関する包括的な支援を推進している。また、2012 ～ 2014 年まで

の期間で技術協力「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画プロジェクトフェーズ２」

を実施し、研究能力の強化や東部インドネシア地域の大学との人的ネットワークの強化支

援が行われている。

・カンボジアにおいて無償資金協力「カンボジア工科大学地圏資源・地質工学部教育機材整

備計画」が 2011 ～ 2014 年まで、技術協力プロジェクト「カンボジア工科大学教育能力向

上プロジェクト」が 2011 ～ 2015 年まで実施され、施設・機材の整備と教授法の改善を通

じた教育の質の改善を支援している。
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・ベトナムにおいて技術協力プロジェクト「ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェ

クトフェーズ２」が 2009 ～ 2012 年までの予定で実施され、同大学の教育研究能力向上の

ための支援を行っている。

・ラオスにおいて「国立大学 IT サービス産業人材育成プロジェクト」を 2008 年 12 月～

2012 年 11 月まで実施し、工学部 IT 学科の研究生コースの強化支援を行っている。

（２）他ドナー等の援助活動

同地域の高等教育セクターに対しては、個々の大学間の協力や二国間での奨学金プロ

グラムの実施のほか、AUN を通じて、中国が「China Academic Cooperation and Exchange 
Programme」、 韓 国 が「Republic of Korea Academic Exchange Programme」「International College 
Student Exchange Programme」「Promotion of ASEAN and Korean Studies」、 米 国 が「ASEAN 
Studies Curriculum Design Workshop」、EU が「AUN Intellectual Property Network」などの支援を

行っている。ただし、工学分野において広域で多大学間のネットワークによる協力を行って

いるのは、本 AUN/SEED-Net プロジェクトのみである。
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第４章　プロジェクト実施の妥当性

４－１　妥当性

本プロジェクトは、以下のとおり、前フェーズまでに産出された成果及び課題、各国の政策、

我が国の援助政策、各大学のニーズと整合性を有しており、妥当性は高いと見込まれる。

（１）フェーズ２の成果と課題を踏まえたうえでのフェーズ３の実施妥当性

フェーズ２では、フェーズ１で作られたネットワークをもとに、メンバー大学の教育・研

究能力の向上、域内学会の確立、共同研究の促進、ネットワーク強化によるパートナーシッ

プ大学設立の 4 つの成果を通じ、プロジェクト目標である「ASEAN 地域の社会・経済発展

に資する工学系人材を持続的に育成するための体制の基盤が整備される」の達成をめざした。

フェーズ２の終了時評価では、メンバー大学の教育・研究能力の向上及び共同研究の促進は

達成されたが、域内学会やパートナーシップ大学の確立など、持続性を担保する成果の達成

度は比較的低かったことが指摘された。他方、本プロジェクトであるフェーズ３の計画への

提言を行った有識者委員会では、過去 10 年間で域内経済の連結性や産業の高度化が大きく

進んでおり、こうした変化を踏まえ、高度産業人材の育成と産学連携による研究活動の充実

が必要であると指摘している。これらを踏まえ、フェーズ３では、フェーズ１・フェーズ２

で強化された研究能力を生かした産業界や地域社会へ裨益する研究活動の強化や、メンバー

大学の更なる能力の向上、及び学術ネットワークの強化を通じ、「高度な研究・教育実施体

制の整備」を目標とした。フェーズ３ではフェーズ２で課題と指摘された持続性を考慮し、

フェーズ３終了後も持続的に活動が実施できるよう、体制の整備をプロジェクト目標に据え

た。指標は国際大学院プログラムの実施数と域内で設置された学術ネットワークの数を設定

しているが、これらの指標はフェーズ２で達成に至らなかったパートナーシップ大学や域内

学会の設立を引き継いだものである。これらのことから、フェーズ３ではフェーズ２での成

果及び課題、ならびに産業界の変化を踏まえて計画されている。

（２）対象国開発計画との整合性

１）先発 ASEAN
マレーシア及びインドネシアは 2020 年代の高所得国入りをめざし、これを実現するた

めの科学技術及びイノベーションの振興とこれに資する人材育成を政策に掲げている。タ

イ及びフィリピンでは国際競争力強化のための研究開発の振興と人材育成を目標としてい

る。

２）後発 ASEAN
ベトナム及びカンボジアでは重点産業の高度化及び多角化に資する人材育成や研究開

発促進が重要政策とされている。ラオスは 2020 年までの後発開発途上国の脱却をめざし、

これに資する大学の拡充と経済発展に必要な科学技術促進が必要とされている。ミャン

マーは、国家の開発に資する質の高い高等教育機関育成をめざし、大学が国際基準に達す

ること、実践的な知識やスキルを持った人材を育成することなどを高等教育セクターの目

的としている。

３）ASEAN 全体
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「ASEAN Plus Three （APT） Plan of Action on Education 2010-2017」の 6 重点協力分野には、

「教育機関や教育省との協力、ネットワーク作り、調査研究を進める」「AUN を通じて、

大学間の連携を強化し、さらに APT 諸国の大学間の単位互換を進め、高等教育を進める」

「APT の教授の調査研究や交流をサポートする」などが含まれている。また、2015 年の

ASEAN 共同体の発足を前に、共同体の一つの要素である「社会・文化共同体」の詳細計

画 （ASEAN Socio-Cultural Community Blueprint） において、大学ネットワークの強化、学生

や教員の交換の促進、共同研究等による専門家の交流が、教育分野の活動として特定され

ている。

（３）我が国援助政策との整合性

１）先発 ASEAN
我が国の対タイ支援では、持続的成長に資する競争力強化のための人材育成を重要課題

としており、第三国への共同支援や、産業界や高等教育機関を含む多様な主体との連携の

方針を掲げている。マレーシアに対しては、日本・マレーシア両国の相互利益の増進のた

め、産業育成に資する技術力向上支援や、人的交流促進による人材育成を支援する方針を

示している。インドネシアに対しては、産業を担う人材育成に資する高等教育支援、フィ

リピンに対しては民間投資の受け皿となる労働力の確保のため、質の高い労働者を輩出す

る人材開発の協力を行っていくとしている。

２）後発 ASEAN
対カンボジア支援では、教育の質の向上支援に重点が置かれているほか、「グローバル

イシューへの対応」「ASEAN 諸国との格差是正のための支援」も我が国の支援の柱とされ

ている。対ベトナムにおいては、ビジネス環境整備・民間セクター開発、都市開発・運輸

交通・通信ネットワーク整備等の分野で協力を行い、これらの分野で産業人材育成支援を

行うとしている。対ラオス支援では、重点支援分野の一つとして「民間セクター強化に向

けた制度構築及び人材育成」を掲げており、経済成長を担う人材育成を目的とし、ラオス

国立大学等を拠点として協力を行うこととしている。

３）日本・ASEAN 間の政策

2011 年 11 月の日本・ASEAN サミットの行動計画では、教育分野の協力に関し、AUN/
SEED-Net を通じた科学技術・工学等の分野における人材育成を促進する方針が示されて

いる。

４）その他の日本の関連政策

新成長戦略では、「科学・技術・情報通信立国戦略」において、国際共同研究の推進や

途上国への科学・技術協力など、科学・技術外交を推進することが謳われている。また、

「アジア経済戦略」においては、日本の技術をアジアの成長に活用し、日本企業のビジネ

スチャンスを拡大することが狙いの一つとされている。

（４）対象大学のニーズとの整合性

１）先発 ASEAN
先発 ASEAN 各国では今後も留学生受入れには積極的に貢献していく意向が強い。各

大学とも産業界との研究実績は有しているが、産学連携をさらに強化するプログラムが
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開始されていたり、産業と連携して研究予算を確保する必要性が増しているなど、産学

連携促進のニーズは高く、特に日本企業との連携強化の強い意欲が確認された。さらに、

ASEAN 内及び本邦支援大学との共同研究促進に対しても引き続き期待が示されている。

２）後発 ASEAN
ミャンマーでは引き続き高位学位取得支援のニーズが高いが、カンボジアでは留学プロ

グラム卒業生がメンバー大学以外での就職や博士課程に進学していることから、次フェー

ズの高位学位取得支援ニーズの詳細を事前に的確に把握することが必要である。ベトナム

では両大学とも積極的に産学連携に取り組んでおり、日本企業との共同研究支援の期待も

示された。また、ASEAN 域内及び本邦支援大学との更なる共同研究支援のニーズも確認

された。

（５）手段としての適切性

１）対象大学の選定

フェーズ３では、ネットワークの機動性や目標達成に向けたレベルの維持の必要性、効

率性等の観点から新規追加を認めることとした 9。選考については、各国教育省に選定依頼

をする点で各国のニーズに即しており、英語でのコースワーク実施や博士輩出の実績な

ど、プロジェクトの経験から必要な選定要件を定めている点、持続性の観点からコスト

シェアも選定基準に加えられたことは妥当である。なお、プロジェクト予算の直接的支援

対象にならない範囲においては、ASEAN 域内のどの大学も参加することを認めている。

２）日本の比較優位性

日本は、工学系高等教育の拡充による質の高いエンジニアの輩出に注力し、実践的で研

究重視型の教育に重きを置いたことで、工学技術の発展と経済成長を遂げた経験を有して

おり、社会・経済発展に資する工学系高等教育強化をめざす開発途上国支援の十分な知見

を有している。また、SEED-Netプロジェクトもすでに 12年間のプロジェクト実績を持ち、

専任の事務局を有することからも、本プロジェクト実施の比較優位性を有する。

３）プロジェクトアプローチの適切性

域内での相互協力の推進は、自身の国でも応用可能な知識を域内の国から学ぶことがで

きるとして南南協力の観点からも各メンバー大学に高く評価されていることに加え、日本

の大学からも最先端の知識や技術を学べることで、同一の研究テーマに関する知識を様々

な方面から深めることができる。さらに、地域の共通課題解決に資する共同研究が実施さ

れるなど、本プロジェクトが広域プロジェクトとして実施される意義は大きい。加えて、

すでに人的ネットワークが形成され、様々な活動が行われていること、ASEAN の 2015 年

の地域統合に向けた動きが加速していることからも、引き続き広域案件としてのプロジェ

クトの実施は妥当である。

また、各国のトップ大学を支援することにより、国内の他大学や産業界にも効果の波及

が確認されていることから、トップ大学に絞ったアプローチは妥当であるといえる。

9  詳細は「３－６　プロジェクトの実施体制（１）メンバー大学」を参照のこと。
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４－２　有効性

本プロジェクトの有効性は以下の理由から高いと見込まれる。

プロジェクト目標は「メンバー大学及び本邦支援大学の連携による高度な研究・教育実施体制

が整備される」である。12 年間のプロジェクト実施により各メンバー大学の能力が向上したこ

と、大学間ネットワークが強化されていること、フェーズ３で新たに産学連携強化による研究支

援活動が行われること、今後の比較的長い 5 年間のプロジェクト実施期間、及び比較的大きな投

入規模などを考慮し、「高度な研究・教育実施体制の整備」をめざすことは妥当であり、達成可

能な目標であるといえる。また、このプロジェクト目標は、フェーズ２のプロジェクト目標であ

る「ASEAN 地域において、地域の社会・経済開発に資する工学系人材を持続的に育成するため

の体制の基盤が整備される」を継承し、さらに発展させるものであり、フェーズ２の成果を十分

に生かすことができることから、達成見込みは高いといえる。

このプロジェクト目標は、成果１「メンバー大学と産業界、地域社会との連携が強化される」

及び成果２「地域共通課題解決に資する研究活動を実施する体制が整備される」において、産業

界や国・地域が抱える課題解決のための応用可能な技術の研究力を高め、成果３「メンバー大学

の研究と教育の能力が向上する」で更なる修士・博士学位取得支援を通じた各メンバー大学の教

育・研究基盤の強化を行い、成果４「メンバー大学及び本邦支援大学の組織間及び教員間の学術

ネットワークが強化される」において、共同研究の促進や国際共同教育プログラムの実施支援等

により、フェーズ３後にも繋がるネットワーク強化を行うことで、達成をめざすものである。こ

れら、様々な方面からの支援の相乗効果により、プロジェクト目標の達成が期待できる。

加えて、フェーズ３では、有効性を高める様々な新たな活動が計画されている。例として、優

秀な修士課程留学生をそのまま博士課程に進学させる大学院一貫サンドイッチプログラムの新設

や、ホスト大学が抱える優秀な若手人材の育成もできるようホスト大学からのホスト分野の留学

生送り出しも可能とすることで、より優秀な研究者をネットワークに取り込み、研究内容の充

実・強化を図ることを想定している。また、博士号取得後 1 年以内に 1 回限り、最長 6 カ月間、

本邦大学または ASEAN 域内大学で研究を行うことを支援するポスドク・フェロープログラム支

援も新設し、研究者として独り立ちするために必要な研究能力向上を図る。これにより、すでに

博士号を取得した若手教員の更なる研究能力強化が見込めるとともに優秀な留学生が本プロジェ

クトの留学プログラムに応募するインセンティブにもなると考えられる。また、前フェーズまで

は 1 分野を 1 ホスト大学のみが担当しており、ホスト大学は自動的に留学生が確保できたため、

ホスト大学自身の発展への努力にも陰りがみえる部分もあった。よって、各分野複数のホスト大

学を設置し、競争によるホスト大学の質の向上と、卒業生の多様化を図ることとしている。

有効性に係る課題として、各メンバー大学より、優秀な学生は欧米の大学院に留学する傾向が

あることが指摘されている。ネットワークの効果を上げるためにも、優秀な留学生の確保に注力

し、留学中や留学後の地域学会や共同研究に関するサポート体制が充実していることなど、本プ

ロジェクトの留学プログラムの魅力を積極的に広報していく必要がある。加えて、フェーズ２に

おいて、本プロジェクトの支援による留学後、大学教員として大学に戻らないケースがあること

が確認されている。成果の産出をプロジェクト目標の達成につなげるため、高位学位取得後、母

校への帰任を促すための手法を検討する必要がある。

なお、各メンバー大学には様々なドナーからの支援が行われていることから、プロジェクト目

標の達成度の検証の際には、他ドナーによる支援の影響も考慮することが必要である。



－ 23 －

４－３　効率性

本プロジェクトは以下の理由から効率性が高いと見込まれる。

本プロジェクトの投入は、以下のとおり効率性を最大限に高めるように計画されている。ま

ず、先進国への留学の 3 分の 1 程度のユニットコストで高位学位取得を可能とする域内留学プロ

グラムの導入や域内での地域学会の開催により、通常の二国間案件に比較して、費用対効果が高

いプロジェクトデザインとなっている。さらに、12 年間にわたるフェーズ１、フェーズ２の成

果を活用したプロジェクトであり、今までの試行錯誤の中から、各メンバー大学及びプロジェク

ト事務局は効率的なプロジェクトの実施手法を形成している。今までの知見や教訓をプロジェク

ト内で十分に活用することで効率性の高いプロジェクトの実施が見込まれる。

また、前フェーズまでは各分野への均等配分を原則としてきた予算配分であるが、地域の発展

の方向性やメンバー大学の主体性と自発性、予算の戦略的・効果的な執行の観点も重要であり、

これらの観点から見直すことが想定されている。具体的にはフェーズ３の実施にあたっては、各

プログラムにおいて分野ごとに最低限の予算の割り当てを設定するものの、分野ごとの特性を生

かした活動が展開できるよう、残り部分はプログラムを越えた柔軟な予算編成とプロジェクト内

の「競争的予算」として運営する方式を採るほか、メンバー大学から出されるコストシェアや他

のソースによる事業獲得状況に応じて「競争的予算」の一部を配分する、「カウンターバジェッ

ト方式」を採用することが検討されている。より成長が見込まれる分野に的確な予算配分を行う

ことで成果の産出が促進されるとともに、コストシェアや他の資金獲得へのインセンティブとな

ることで、プロジェクトの効率性が向上すると考えられる。

加えて、本プロジェクトでは各国のトップ大学を支援することにより、他大学や他地域への効

果の裨益も考慮に入れており、少数の大学を支援することで対象国全体に成果が普及することが

見込まれる。

他方、フェーズ２では高位学位取得支援の効率性に係る課題も指摘されている。例として、留

学生派遣前にアドバイザー候補とのコミュニケーションが十分になされていないため、合格後配

置されたアドバイザーとリサーチトピックが異なっており、トピックを変えるのに多大な努力と

時間が必要となるケースが博士課程の学生についても複数聞かれたほか、サンドイッチ博士プロ

グラムでは、ホスト大学と本邦支援大学の指導教員の間で、指導方針の違いがあり、調整に努力

が必要であったことも、現役留学生も含めて複数聞かれた。博士就業年限 3 年、本邦派遣期間 8
カ月という決められた期限の中で、研究の質や学位取得にも影響を及ぼしかねない。加えて、留

学生の事前スクリーニングについて、現在は、英語の必要要件も高くないことから、留学後英語

の習得に時間を要したり、アカデミック・バックグラウンドが弱い学生がおり、授業・研究につ

いていくことが難しいケースがあるため、資格要件を厳格にする、インタビューを実施する、自

国での準備を徹底するなど、限られた留学期間を効率的に使えるよう工夫することが必要であ

る。加えて、フェーズ２では、シンガポール博士プログラムが定員に満たなかったことが課題の

一つとされている。プロジェクトの効率性を上げるためにも、貴重な外部からのリソースを十分

にプロジェクトの目標達成の要素として活かすことが必要であるため、シンガポール博士プログ

ラムの応募者数及び合格者数を増やす努力が必要である。

４－４　インパクト

本プロジェクトによって以下のとおり正のインパクトの発現が期待できる。
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（１）上位目標

上位目標「東南アジア地域において、産業の高度化とグローバル化、ならびに地域共通課

題への取り組みがさらに促進される」は、プロジェクト目標「メンバー大学及び本邦支援大

学の連携による高度な研究・教育実施体制が整備される」を軸に、プロジェクト終了後 3 ～

5 年という期間を考慮し、プロジェクト目標より上位であるが実現可能なレベルに設定され

ている。ただし、外部条件である「東南アジア地域及び本邦との間で大学間連携が維持され、

工学分野の高度な研究・教育活動が持続される」「産業の高度化がさらに進展し、高等教育

機関への技術と人材供給の面からの貢献が期待される」「東南アジア各国の研究・教育予算

が継続的に措置される」という外部条件が充足される必要がある。また、上位目標の指標確

認のために、「企業とメンバー大学による共同特許の数」「産業界に技術者及び研究者として

就職する卒業生の数」「地域共通課題解決に活用された研究成果の数」のデータがメンバー

大学により継続的に収集される必要がある。特に、各大学とも卒業生の就職先を把握する体

制が整っていないため、どの学位レベルの卒業生のデータをどう収集していくかについて、

プロジェクト実施中に各大学と検討することが必要である。

（２）想定されるその他の正のインパクト

・フェーズ２では、本プロジェクトで培われた人的ネットワークをもとにした、プロジェ

クト外で大学間の交流協定（MOU）の締結、本邦支援大学及びメンバー大学との間で自

己資金による共同研究、新しいコース設置に係る相互支援などのインパクトが産出されて

いる。加えて、ネットワークができたことにより、本邦支援大学及びメンバー大学におい

て、留学生が増加した、域内他国の研究や比較研究が可能になるなど研究テーマが国際化

した、大学学生の国際交流の機会が増加したなど、大学の国際化に資するインパクトもみ

られている。フェーズ３でネットワークが強化されることにより、これらのインパクトの

更なる産出が期待される。

・本プロジェクトでは対象国のトップ大学を支援していることから、対象メンバー大学から

同国内の他大学への更なる効果の波及が期待できる。例えばホーチミン市工科大学では同

国の他大学の支援を行っていたり、ヤンゴン大学では教育省傘下のリサーチセンターを通

じた他大学との連携促進や他大学への教員派遣や教員研修を実施していることなどが確認

されている。さらに、プロジェクトが実施する地域学会では他大学や産業界からの参加者

も積極的に受け入れており、他大学や産業界への効果波及を促進する仕組みも組み込まれ

ている。

・フェーズ３では産学連携活動の強化が成果の一つとされていることから、ASEAN 産業界

への裨益が見込まれるとともに、日本企業との連携も検討されていることから、将来的に

我が国企業及び経済への波及効果も期待できる。

４－５　持続性

本プロジェクトは、プロジェクト期間終了後も各関係者により活動を継続するためのある程度

の予算が確保されれば、一定の持続性が見込まれる。
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（１）政策・制度面

各国とも、現在のところ科学技術及び産業の振興に資する人材育成は優先課題とされて

いることから、各国の政策は本プロジェクトと合致している。また、2011 年に実施された

「アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト産業界・高等教育セクターニーズ調査

報告書」によると、ASEAN 全体で第二次産業のシェアが拡大しており、特に、後発 ASEAN
において工業化が進展してきていること、ASEAN 各国において研究開発需要の増大やイノ

ベーション指標の上昇が確認されていることから、今後長期にわたり、高度人材育成・供給

を重視する政策は継続される可能性が高い。

加えて、2015 年の ASEAN 共同体発足を控え、ASEAN Credit Transfer System10 の試行や

ASEAN 域内の大学の質保証システムの開発が進んでいること、2014 年より AUN メンバー

大学のアカデミック・カレンダーを国際的アカデミック・カレンダーに合せることが計画さ

れていることなどから、大学間ネットワークを維持、強化するための制度面での整備も進ん

でいる。

さらに、成果４のもとでメンバー大学及び本邦支援大学による国際共同教育プログラムの

実施や、サンドイッチ博士プログラムのジョイント・プログラム認定の促進など、本邦支援

大学とメンバー大学間で持続的な活動を行うための制度作りに繋がる活動が行われることと

なっており、本邦大学とメンバー大学の間の制度的な持続性の確保が期待できる。

（２）組織・財政面

留学による学位取得支援、共同研究、地域会議、相互訪問などについては、ネットワー

クがすでに構築されていることや、各メンバー大学における会議開催の実績があることか

ら、プロジェクト終了後は規模は縮小されると予測されるものの、ある程度は本邦大学と

メンバー大学との間で実施可能であると考えられる。フェーズ３で新たに加わる成果である

産業界との連携に関しては、すでに経験を有する大学もあることから、プロジェクト終了後

には各大学で産学連携事業を実施する十分な能力が身につくことが期待できる。ASEAN 工
学ジャーナルについては、まだ発刊されて間もないこともあり、現在のところではメンバー

大学及び本邦支援大学だけでは発行は困難であると考えられるため、フェーズ３終了後、本

ジャーナルの運営管理母体をどうするかについて議論がなされる必要がある。

また、本プロジェクトのフェーズ３終了後の在り方については、フェーズ３中に各国教育

省及び各メンバー大学の関係者で構成されるタスクフォースを発足させ、集中的に議論を行

い、実行に移していく予定にしている。このなかでは、将来的な工学系の連合大学院設立の

可能性についても検討されることとなっている。

各メンバー大学のオーナーシップは、特に学位取得支援、共同研究、地域会議開催などに

関しては高く、コストシェアも行われている。一方、前フェーズではその他の成果について

は合意形成が十分になされていなかったため、メンバー大学は十分に認識ができていなかっ

た。よって、フェーズ３ではプロジェクト開始前にプロジェクトの内容を十分に関係機関と

共有し、具体的な目標や指標について共通認識を得ることが重要である。また、前フェーズ

までは各国教育省の関与が薄く、教育省の役割も明確ではなかった。今フェーズでは、プロ

10  AUN 加盟大学の交換留学プログラムに参加した際、留学先で得た単位 / 成績が出身大学の単位 / 成績として換算されるシステム。
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ジェクト終了後の持続性確保の観点からも教育省の役割を明確にし、プロジェクトへの関与

を深める努力が必要である。

フェーズ３の実施にあたっては、将来の分野別活動体制の確立と本邦大学の関与の高ま

りを踏まえ、分野別事業実施体制を高めるとともに、本邦支援大学間で役割を明確にした

うえで、本邦大学がより強くプロジェクトに参画できる体制を作ることが計画されている。

フェーズ２では、本邦支援大学によりプロジェクトの PDM が十分に認知されていなかった

り、メンバー大学と本邦支援大学とのコミュニケーションが十分でないなどの問題も指摘さ

れたことから、新体制により本邦支援大学の関与が高まることで、これらの課題についても

解決されることが期待される。

財政面については、現段階では 2018 年以降の各国の予算計画について見通しは立ってい

ない。各メンバー大学や ASEAN 基金から現在のコストシェアと同規模の投入を得られる可

能性はあるものの、各国教育省、産業界、本邦支援大学等も含め、現在のプロジェクト全体

予算と同規模の投入を得るのは困難であると考えられる。他方、プロジェクト終了後の持続

性を考慮し、今フェーズにおいて、産業界との連携を強化することを成果の一つに設定して

いること、研究資金を含む様々なその他の外部資金の獲得を進めることとしていることか

ら、フェーズ３後の活動費用の確保に繋がることが期待される。また、上記タスクフォース

の中でフェーズ３後の財政面の持続性についても議論される予定であり、フェーズ３終了前

までには具体的な組織・財政計画が立てられる必要がある。

（３）技術面

学術的な技術については、ASEAN 域内の大学間及び本邦大学とのネットワークがさらに

強化されることにより、プロジェクト終了後もネットワークを通じた技術交流が継続される

見込みであり、持続性は高いといえる。

４－６　結　論

上述のとおり、本プロジェクトの総合的な実施妥当性は高い。プロジェクトは対象各国の政策

及び各大学のニーズと整合性を持つと同時に、12 年間にわたる成果を生かし、かつ様々な新た

なアプローチを組み込むことで、有効性、効率性、インパクトも見込まれる。最も課題が残る項

目は持続性であるといえるが、計画されているとおり、本プロジェクト実施中に発足予定のタス

クフォース内での議論をもとに、早い段階で持続性確保のために取るべき戦略を明確にすること

が重要である。また、定義が明確化されていない指標やその目標値については、プロジェクト開

始後早期に確定される必要がある。

４－７　貧困・ジェンダー・環境への配慮

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公布）に掲げる影響を及ぼし

やすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は最小

限であると判断される。

フェーズ１及びフェーズ２とも、本プロジェクトでの高位学位取得を含む各メンバー大学にお

ける支援対象者には女性も多く含まれている。フェーズ３においても同様に、ジェンダーバラン

スを考慮する点を盛り込むこととしている。
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４－８　過去の類似案件からの教訓の活用

フェーズ２では、各メンバー大学は積極的にプロジェクトに関与していたものの、各国教育省

の巻き込みが不足していた。本事業においては、持続性の担保のためにも最低 1 年に一度は各国

教育省を議長とする合同レビューを行い、各国教育省を十分に巻き込みつつ事業を実施すること

とする。

４－９　今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内　ベースライン調査

事業中間時点 　中間レビュー

事業終了 6 カ月前 　終了時評価

事業終了 3 年後 　事後評価
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第５章　協力枠組み文書及び討議議事録の署名

2012 年 11 月 29 日にバンコクにおいて日本・ASEAN11 カ国政府及びメンバー大学、AUN、

ASEAN、JICA の代表者によるフェーズ３に係る協力枠組み文書の署名が行われ、その後、各国

において、各国の高等教育主管省庁と各国 JICA 事務所により討議議事録（R/D）の署名が行わ

れた。



付　属　資　料

討議議事録
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ASEAN10カ国

アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト

フェーズ３

詳細計画策定調査報告書

平成25年 2月

（2013年）

独立行政法人国際協力機構
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